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事 業 名 環境政策の基盤整備

上位施策名 環境政策の基盤整備

１ 事業の概要 環境行政は、単に環境省職員のみならず、関係省庁や地方公共団
体の職員も担い、推進しているところ。環境行政に携わる人材を広
く育成することは、環境行政を推進する上での基盤として重要であ
り、環境行政の適切かつ実効ある推進を図る上で不可欠。

本事業は、
① 広汎化、複雑化する環境政策の企画・立案のために、内外の環
境政策・環境法制等の情報収集・研究を行う。
また、

② 環境研修センターにおいて、国及び地方公共団体において環境
行政を担当する職員に対し、研修を実施し、識見の向上を図ると
ともに、職務遂行に必要な専門的知識・技術の修得を図る。

２ 進捗状況 ① 昭和 年より、学識経験者も交え 「環境問題における費用負51 、
担に関する法学的研究」や環境紛争の実態分析などを取り扱う
「２１世紀に向けての環境問題と環境法の研究」など内外の環境
政策・環境法制等の情報収集や研究を行っているところ。

② 研修コースを着実に充実し、毎年 人強の環境行政に携わる1200
人材の育成を図り、国及び地方公共団体の環境行政の適切かつ実
効ある推進に寄与しているところ。
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（参考）研修コース、受講者数の推移

○ 平成１３年度新設研修コース
循環型社会形成推進基本法及び関係法令が成立したことにとも

ない、廃棄物・リサイクル分野における研修を体系的に設置する
など、計６コースを新設、増設した。

○ 平成１２年度新設研修コース
新環境基本計画の策定、ＰＲＴＲ法の制定、地球温暖化対策の

推進に関する法律の施行等を踏まえ 「環境行政管理者等特別研、
修 「化学物質行政研修 「地球温暖化対策研修」を設置するな」、 」、
ど計５コースを新設した。

（平成１２年度の受講者数）＜参考＞研修のメニュー
１．基本研修の実施

（４０７）①典型７公害対策のための研修
（１０８）②自然環境・野生生物保護のための研修

（９５）③環境省職員のための研修
（２８７）④その他

２．新たな行政課題に対応した研修の実施
（８３）①環境基本計画のための研修



（７６）②環境教育のための研修
（１０４）③環境影響評価のための研修
（１１４）④地球環境保全のための研修

（新規）⑤廃棄物・リサイクルのための研修
（４０）⑥ダイオキシン類環境モニタリングのための研修

⑦内分泌撹乱化学物質(環境ホルモン)環境モニタリングのため
（新規）の研修

（６６）⑧国際環境協力専門家養成のための研修

３ 評価 ○ 学識経験者も交えた研究会等により、その時々の最新もしくは
重要なトピックについて内外の環境政策・環境法制等の情報収集
や研究を行っており、広汎化、多様化する環境政策の企画・立案
に役立っている。本事業は、今後とも環境行政の適切かつ効果的
・効率的な推進に必要不可欠なものである。

○ 環境行政を担当する職員を育成することは、環境行政を推進す
る上での基盤として重要であり、環境行政の適切かつ実効ある推
進を図る上で不可欠である。これまでも環境影響評価や地球温暖
化、ダイオキシン類対策といった環境行政上の重要課題について
研修を新設して人材育成に努めてきており、地方公共団体におけ
る環境行政の推進、国と地方公共団体との連携の基礎作りに役立
っている。
本事業については、今後とも環境行政の新たな展開に対応した

研修内容の充実を図るとともに、環境行政の新たな課題に対処す
る職務遂行能力を備えた環境職員を育成することが重要である。
特に、廃棄物・リサイクル対策及び内分泌かく乱化学物質につい
て、循環基本法や循環関連各法、特定科学物質の環境への排出量
の把握等及び管理の改善の促進に関する法律が制定されたところ
であり、地方公共団体において専門的な能力と高い識見を持つ職
員の養成が喫緊の課題となっている。そこで、地方公共団体にお
ける施策の推進及び国との連携の強化の観点から新たな研修コー
スを設ける必要がある。

４ 予算事項名 ・地球環境研修強化費
・廃棄物・リサイクル関連研修経費
・国際環境協力専門家養成研修費
・国際研修関係事務経費
・一般事務処理費
・ダイオキシン類環境モニタリング研修費
・環境教育研修費
・基本研修費
・環境影響評価研修費
・研修支援経費
・研修活動特別経費
・環境基本計画研修費
・廃棄物・リサイクル関連研修実地実施検討調査費
・内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）環境モニタリング研修費
・環境政策研究費

５ 対応副施策等

平成14年度新規予算
廃棄物・リサイクル関連研修実地実施検討調査費

平成14年度新規予算
内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）環境モニタリング研修費


